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竹内正毅福井県地方自治研究センター理事長 

 
今回の参議院選挙で民主党は負

けましたが、選挙期間中、子ども

手当の問題や高速道路の無料化の

問題は消費税増税論議の影に隠れ

てあまり多くは聞きませんでした

が、子ども手当を満額支給すると、

防衛費を上回る 5 兆円の金額にな

るということで『バラマキ』の代

表だという批判や、子どもは社会

で育てるのではなく、家族で育て

るものだという自民党の保守的論調も強く出されていました。選挙後の新聞のコラムでも

「子ども手当のような『バラマキ』をやるから国にいくらでもカネがあると思われ、大き

な間違いをするのだ」ということが書いてありました。自民党時代は年金・医療・介護と

いった高齢者に手厚い社会保障政策でしたので、子ども手当に対する認識不足もあるかと

思います。イギリスなどは保守党から労働党へ、労働党から保守党へと政権が代わってい

ますが、政権が代わっても子供に対する政策は継続されているものもあります。我々はも

う一度『バラマキ』という批判だけでなく、意義を学習していかなければと思っていいま

す。 
 

北明美教授講演 

はじめに 

私は 10 年ほど前に福井に参りました。看護福祉学部に所属していますが、もともとは労

働経済学が専門で、男女同一価値労働同一賃金をテーマに修士論文を書いています。スウ

ェーデンや大陸ヨーロッパで同一価値労働同一賃金原則が確立していく背景に児童手当が

あります。修士論文でそのことに触れ、その後も研究テーマとしてきたことから福井県立

大学の看護福祉学部に籍を置くこととなりました。 
女性で、看護福祉学部にいて、児童手当を研究していると自己紹介すると、「児童福祉の

先生ですか」といわれることがあります。しかし、児童福祉が専門ではありません。福祉

の研究というと、福祉サービス・援助のスキルの研究が中心ですが、私の研究はどちらか

というと、おカネの問題・所得保障と賃金との関係等に注目しています。所得保障のなか



2 
 

でもどうして児童手当かというと、私は大学まですべて国公立で、私立は受験することさ

え許されませんでした（ちなみに高校進学の時に私立を受験しなかったのは同学年では私

を入れて 2 人だけでした）。大学も当時の国公立は今よりずっと学費が安かったので、「国

公立なら行かせてやるが、私立は絶対だめ」という、“そこそこ”貧困な家庭に育ったこと

に関係があると思います。兄はすでに大学に進学していましたが、親からは、女であるお

まえに金をかける余裕はうちにはないなどともいわれていました。 
昨年の暮に、小泉進次郎議員が国会で質問に立って、貧乏でも必死で働いて子どもを育

てるから親のありがたみがあるのであって、子ども手当のように子育て費用の過半を国が

支給するようでは親子の情愛が育たないのではないかといっていました。小泉元首相の息

子さんであり、おそらく貧困の中で育てられてきた人ではないでしょう。いわば銀のスプ

ーンをくわえて生まれてきたような彼が、何の資格があってそのようなことを言うのかと

腹立たしく感じました。必死で稼いで子育てしてくれた親に対する感謝というのも大事で

しょうが、しかし、裕福でない家庭の子どもだからこそ私が感じたのは、子育てに金のか

からない社会であったら親もこんなに苦労しないですんだろうし、自分に金がかかって「申

し訳ない」「すまない」という気持で子ども時代を過ごすこともなかったろうということで

した（小さな自営業をやっていて、明日は手形が不渡りになる、どうしようとおろおろし

ている父母の会話をおかずに夕御飯を食べなければならかった日々を今も思い出します）。 
どんな貧困な家庭に生まれても一定の生活条件を保証される、進学を望む者はためらわ

ず進学を選べるような社会であって欲しい。今振り返ってみて、児童手当を研究すること

となったのもそこにルーツのひとつがあるのではと思っています。 
 

Ⅰ ２０１０年度に成立した子ども手当の設計について 

子ども手当をどう評価す

るかですが、この間に一番

感じたのは、不正確、かつ

ミス・リーデングな情報が

繰り返し「ネガティブ・キ

ャンペーン」として流され

ているということです。私

は民主党の子ども手当の構

想・実現のプロセスを 100％
評価しているわけではあり

ませんが、かといって、事

実を歪めて、けなしていい

わけではありません。旧政権を担当した自民党・公明党を中心とした国会での質疑、新聞
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等の解説を見ると相当ひどいものがあります。 
子ども一人当たり・月当たりで 2010 年度の子ども手当の額を旧政権時代の児童手当と比

較すれば下記のようになります。3 歳未満の子についての手当と、第 3 子以降の子について

の手当は月額 3 千円アップです。3 歳以上小学校修了前の手当受給家庭では 5 千円だったの

が 2 倍以上になります。また、児童手当には所得制限があり１銭も受け取らない家庭の子

どもたちがいたのですが、そこにも支給されるようになります。さらに児童手当時代には

手当の対象とならなかった中学生の子どもについても、子ども手当では全家庭が支給対象

になり、同様に 1 万 3 千円が支給されます。 
 2009 年度児童手当 2010 年度子ども手当 
3 歳未満の子 1 万円     → 1 万 3 千円 
第 3 子以降の子 1 万円     → 1 万 3 千円 

3 歳以上小学校修了前の子 5 千円     → 1 万 3 千円 

児童手当の所得限度額を超えていた家

庭の子 
0 円      → 1 万 3 千円 

中学生の子 0 円      → 1 万 3 千円 

批判者は、金額的には非常に上がったように見えるが、実際には年少扶養控除、すなわ

ち 15 歳までの子供を扶養している世帯主の所得税・住民税を軽減する控除が撤廃されるこ

とによって増税になる。それを計算に入れるとほとんどの家庭で可処分所得がマイナスに

なる。その一方で高所得者ほど得になると盛んに言っています。これはどういうことか、

また正当な主張なのかということをまず検証してみたいと思います。 
 

再分配構造 児童手当時代と子ども手当の比較 

まず、下記のＡとＢ、およびＡ＋Ｂの各表を見てください。 
１． 旧政権下：所得制限付きの児童手当と年少扶養控除の併用 
 Ａ 児童手当 
第 1 子か第 2 子の場合 年 12 万円×3 年 年 6 万円×10 年 計 96 万円 

第 3 子以降 年 12 万円×13 年         計 156 万円 

   所得制限 被用者家庭  年収 860 万円（扶養親族等 3 人の場合） 
        非被用者家庭 年収 780 万円（扶養親族等 3 人の場合） 
 
 Ｂ 所得税・住民税に関する年少扶養控除の計 
年収 計 
300～400 万円 5 万 4500 円 
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500 万円 6 万 2500 円 

600 万円 7 万 1000 円 

700 万円 8 万 3300 円 
800 万円 10 万 9000 円 

900～1000 万円 10 万 9000 円 

 
 Ａ＋Ｂ 
① 3 歳未満の子および第 3 子以降の子について 
年収 税控除 児童手当 1 人

当たり年額 
計 

300～400 万円 5 万 4500 円 12 万円 17 万 4500 円 
500 万円 6 万 2500 円 12 万円 18 万 2500 円 
600 万円 7 万 1000 円 12 万円 19 万 1000 円 
700 万円 8 万 3300 円 12 万円 20 万 3300 円 
800 万円 10 万 9000 円 12 万円 22 万 9000 円 
（非被用者および一部の共稼ぎ被用

者家庭等） 
10 万 9000 円  10 万 9000 円 

900～1000 万円 10 万 9000 円  10 万 9000 円 
② 3 歳以上 13 歳未満の第 1 子か第 2 子について 

年収 税控除 児童手当 1 人

当たり年額 
計 

300～400 万円 5 万 4500 円 6 万円 11 万 4500 円 
500 万円 6 万 2500 円 6 万円 12 万 2500 円 
600 万円 7 万 1000 円 6 万円 14 万 1000 円 
700 万円 8 万 3300 円 6 万円 14 万 3300 円 
800 万円 10 万 9000 円 6 万円 16 万 9000 円 
（非被用者および共働き被用者家庭） 10 万 9000 円  10 万 9000 円 
900～1000 万円 10 万 9000 円  10 万 9000 円 

 
第 1 子か第 2 子の場合、児童手当は 0 歳から 2 歳が月 1 万円ですから年間 12 万円で、計

36 万円、3 歳から小学校卒業までは月 5 千円ですから年間 6 万円で、これが最大 10 年間支

給されるとすると計 60 万円、全部合わせて 96 万円という計算になります。 
これに対し第 3 子以降の場合は児童手当は月額 1 万円で年 12 万円、小学校卒業までで最

大で 156 万円となります。 
ここで所得制限について言うと、元々、所得制限があるという点で日本の児童手当のあ
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り方は国際的にみて異常でした。さらにその限度額が民間や公務員の「被用者家庭」かそ

うでない「非被用者家庭」かによって分かれているという点でも異常さが際立っているの

ですが、とにかくその結果、2009 年度では、扶養親族 3 人の場合なら被用者家庭では年収

860 万円、非被用者家庭では 780 万円を超えると、児童手当の支給対象から外れるという

状態でした。 
日本の児童手当のこのような貧弱さが批判されるたびに、政府は「日本には年少扶養控

除の制度がある。その部分も考慮しなければならない」とそれを正当化する答弁をしてき

ました。扶養控除を tax expenditure といいます。直訳すれば税の支出ですが、税金を軽く

するということはそれだけ納税者の手取り収入を増やすということで、政府がその税を支

出して金銭支給しているのと同じ結果になることから来た言葉です。その一つである年少

扶養控除は日本人にはなじみが深いのですが、大陸ヨーロッパ諸国ではもうほとんど存在

していません。 
ところが、日本ではいまだに維持されかつかなりの額になる年少扶養控除と貧弱な児童

手当との組み合わせという再分配システムが続いてきました。この控除は、たとえば世帯

主年収が 300～400 万円の家庭では子ども一人につき 5 万 4500 円の軽減ですが、所得が上

がれば上がる程、軽減額も多くなるという逆進性があります。 
扶養親族等 3 人の場合を例にとります。Ａ＋Ｂの①のケースで、このような控除による

実質的な収入増と児童手当の額を足した総計を見ると、まず世帯主の年収が 300 万円未満

の場合は、非課税世帯のため控除の適用はなく児童手当 12 万円のみです。それを超えると

400 万円までは控除分と手当を足した可処分所得増が 17 万 4500 円、上に飛んで 800 万円

の階層になると、22 万 9000 円の増というように、年収が高くなる程、実質的に手にする

可処分所得が多くなります。子ども一人の価値はどの家庭の子どもでも同じはずです。し

かも、子育ての費用の痛みは低所得者層程きつい。ところが、日本の政策は逆に、所得が

高ければ高い程、国から支援があるという逆進的構造になっていたということです。 
しかも、年収 800 万円のところを再度見ると、被用者家庭はまだ児童手当の所得限度内

ですが、非被用者家庭は 800 万円の年収ならすでに所得制限を超えていますので、児童手

当を受け取れなくなります。また、所得限度額は扶養親族の数が増えるにつれて高くなる

という構造ですから、同じ年収レベル、同じ子ども数の被用者家庭どうしの間でも、所得

制限を超える家庭とそうでない家庭が出てきます。これはどういうことかというと、たと

えば片稼ぎ家庭は専業主婦（夫）が扶養親族にカウントされるため、他に子ども等が 2 人

いれば扶養親族等 3 人の家庭となり、年収がたとえば 850 万円であれば、所得限度額 860
万円内ということで児童手当と年少扶養控除の両方を受け取れますが、共稼ぎ家庭は扶養

親族にカウントされる専業主婦（夫）がいないので、同じく子ども等が 2 人でも、扶養親

族は 2 人となり、その場合の所得限度額は 818 万円とより低いので、世帯主の年収は同じ

850 万円でも、こちらの家庭の子どもは児童手当の対象から外れるということになってしま

います。表の(  )部分は、このような共働き家庭や非被用者家庭では、10 万 9000 円の控
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除だけになることを表しています。 
さらに、ここでは年収 860 万円を超えた時点ですべての家庭が 10 万 9000 円の控除だけ

という状態になります。すなわち、ここでは年収 700 万円台と 800 万円台において可処分

所得の逆転現象が生じているのです。 
ここまでをまとめると、旧政権時代の児童手当と年少扶養控除の組み合わせというシス

テムは、再分配構造の逆進性と可処分所得の逆転という歪み、いわば二重の矛盾のある構

造だったということです。しかし、こうした問題はこれまであまり取りあげられてきませ

んでした。その１つの原因は、研究者を含めて児童手当制度に関心を持つ人があまりいな

かったことにあると思います。2009 年には小学校卒業まで支給されることになりましたが、

1991 年から 2000 年までは 3 歳になれば打ち切りでした。また、以前は所得制限はもっと

きつく、さらに 1985 年までは第 3 子以降、1990 年までは第 2 子以降しか対象になってい

なかったため、18 歳未満の子どもの 1 割しか児童手当を受け取れないという状況がずっと

続いていました。そのため、親にとっても子どもにとってもこの制度のことがあまり記憶

に残らないという状況が生まれ、歪みが問題として意識に上らないままきたということで

す。 
さらに 2000 年以前の段階では、行政が積極的に案内するといった努力もさほどなされま

せんでした。1980 年代の新聞には、この制度の存在を知らされず申請しそこなった市民が

市役所に苦情を言ったのに対して、担当者が「要らない人もいますから」と平然と答えた

という話が載っています。できれば申請してくれないほうが良いといわんばかりの時代も

あったということです。みながあまり知らない制度だったので、制度の欠陥もあまり取り

上げられませんでした。 
 
しかし、2006 年当たりから民主

党がヨーロッパ並みの水準の子ど

も手当を盛んに提唱し出し、ご承知

のように2009年の選挙ではそのこ

とが大きな話題となりました。以下

では、その子ども手当への移行によ

って、児童手当時代の再分配構造は

どのように変化したか、変化しよう

としているかを考えてみたいと思

います。ただし、今では当初の計画

が変更され、子ども手当は満額までは行かないということが既定方針となっているようで

すので、取りあえずここでは、現行の子ども手当、半額とされた 1 万 3000 円の金額が今後

も固定されると仮定することにします。他方で、年少扶養控除が、所得税については 2011
年度から、住民税については 12 年度から撤廃されることが決まっていますので、それらが
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すでに行われたものとここでは仮定します。つまり、手当額が半額のまま固定されるのに、

控除のほうは完全に撤廃されるという、子ども手当にとって最も不利な想定をあえて選ん

でその結果を検討するということです。 
 

２ 子ども手当半額のまま義務教育修了前児童について扶養控除を全廃したと仮定した場 

合 
Ａ 子ども手当 

義務教育修了前のすべての子

ども（所得制限 なし） 
年 15 万 6000 円×16 年 計 249 万 6000 円 

 Ａ－Ｂ 
年収 控除撤廃による税

負担増 
子ども手当 1
人当たり年額 

差し引きの計 

300～400 万円 5 万 4500 円 15 万 6000 円 10 万 1500 円 
500 万円 6 万 2500 円 15 万 6000 円 9 万 3500 円 
600 万円 7 万 1000 円 15 万 6000 円 8 万 5000 円 
700 万円 8 万 3300 円 15 万 6000 円 7 万 2700 円 
800～1000 万円 10 万 9000 円 15 万 6000 円 4 万 7000 円 
◎特徴 
・逆進性と所得制限の歪みの解消 
・しかし子ども手当が半額であるため、［年少扶養控除＋児童手当の総額］＞［控除廃止の

税負担増＋子ども手当の総額］となり、可処分所得が減少するという問題 
 
いま仮定したように、子ども手当が月 1 万 3000 円のままとすると、年間で 15 万 6000

円です。そして、この額のまま、ゼロ歳から中学校卒業まで最大 16 年間支給され続けたと

すると、249 万 6000 円となります。同時に所得税と住民税の年少扶養控除が全廃されると、

それを差し引いた計は、既に述べたように、世帯主の年収が 300 万円未満は非課税のため

もともと控除なしですから、子ども手当と同額の 15 万 6000 円の増、その上の 300～400
万円の家庭の可処分所得増は 10 万 1500 円、年収の高いほどこの増は下がっていって、1000
万円で 4 万 7000 円の増という結果になります。 

このように少なくとも前政権時代の逆進性はなくなります。世間でいう高所得者程得に

なるという主張はその意味ではおかしいのです。また、子ども手当には所得制限がないた

め、先ほど見た可処分所得の逆転という歪みも解消されています。 
しかし、ここでは子ども手当が半額という最も厳しい仮定を置いたまま増税の影響を算

入したので、以前と比べると再分配後の可処分所得は明らかに減少しています。その意味

では大部分の家庭は損になるという、現野党・大新聞の解説は間違っていません。しかし

これは 1 年単位で見るからです。1 年単位でみればさらにいろんなことをあげつらうことが
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できます。たとえば 3 歳未満の子どもがいる家庭のみをとるなら、児童手当はすでに年間

12 万円でしたから、さらに年少扶養控除もあったということで、それと比べた子ども手当

の効果はよけい小さく見えます。 
しかし、子どもはいつまでも 3 歳未満ではありません。第 1 子・第 2 子への児童手当は 3

歳になれば年間 6000 円に半減していました。さらに親の収入が少しでも所得制限限度額を

超えれば児童手当の全額を失いました。そのような児童手当の欠点を無視して、3 歳未満の

家庭や第 3 子以降への手当にのみ焦点を当てている批判が多いことを忘れてはなりません。

しかも、1 年単位ではなくその後の全支給期間を見れば、すなわち 1 人の子どもが生まれて

義務教育を修了するまでの期間に国からどのような経済的支援を受けるかという視点で見

れば事態はちがってきます。 
３ 1 年単位ではなく 16 年間で見た場合の可処分所得の比較 
  「子ども手当 16 年分」と「税控除 16 年分＋児童手当 13 年分」との差額（可処分所得

増減額） 
年収 第 1 子か第 2 子の場合の

子ども１人あたり 
第 3 子以降の子ども 1 人

あたり 
300～400 万円 66 万 4000 円の増 6 万 4000 円の増 
500 万円 53 万 6000 円の増 6 万 4000 円の減△ 
600 万円 46 万円の増 20 万円の減△ 
700 万円 20 万 3200 円の増 39 万 6800 円の減△ 
800 万円 20 万 8000 円の減△ 80 万 8000 円の減△ 
(非被用者および一部の共稼ぎ被

用者家庭等) 
75 万 2000 円の増 75 万 2000 円の増 

900～1000 万円 75 万 2000 円の増 75 万 2000 円の増 
 
第 1 子か第 2 子の場合、世帯主年収 300 万円未満の層では児童手当時代が総額 96 万円で

子ども手当が総額 249 万 6000 円ですから、153 万 6000 円の増、300～400 万円の層でも

「扶養控除＋児童手当」の時代よりは 66 万 4000 円の増です。そして、だんだん所得が上

がるにつれてその増加分は減っていき、800万円の階層で初めてマイナスに転じ、20万 8000
円の減になります。年当たり 1 万 3000 円、月当り 1000 円程度の減です。他方、このあた

りで上記のように非被用者家庭と一部の共働き家庭は児童手当の所得制限にひっかかり、

児童手当が支給されていませんでしたが、子ども手当は所得制限なく支給されるので、こ

の場合は 75 万 2000 円の増になります。900 万円以上の層も同じです。 
このように中学卒業までという長いスパンで見ると、年少扶養控除＋児童手当の時代に

比べ、年少扶養控除がなく子ども手当のみの時代のほうが、構造的な逆進性はなくなり、

かつ大部分の家庭に可処分所得の増大が生じます。しかも、ここでは、子ども手当の額が

半額に固定されたままと仮定していることを再び思い出してください。これを、満額ある
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いはそれに少しでも近づけると 800 万円の層も増に転じます。仮に来年・再来年のうちに

月 2000～3000 円程度、手当額が上がるとすれば、それだけで全ての家庭の可処分所得が増

になります。 
一方、第 3 子以降では児童手当が月額 1 万円と相対的に高かったので、非課税の家庭以

外ほとんどの家庭が可処分所得減になります。なぜ民主党が 2 万 6000 円という、大陸ヨー

ロッパの水準を超える高い金額を当初掲げていたのか、その理由の一つがここでわかりま

す。これまで続けてきた年少扶養控除をここで廃止するとすれば、これくらい高い金額の

子ども手当をひきかえに支給するのでないと、第 3 子以降を育てる家庭も含めた全ての子

育て家庭に可処分所得増をもたらすことはできないということだったのでしょう。 
次に、改めて年収 900－1000 万円階層を見ると、ここでは年少扶養控除の全廃によって

子どもが義務教育を終えるまでの期間について 174 万 4000 円の税負担増になります。しか

し、それと引き換えに 249 万 6000 円の子ども手当を受け取ることができるようになりまし

た。さらにこれを 300－400 万円階層と比べると、こちらの階層は同じ期間に 87 万 2000
円の税負担増で済み、それと引き換えに 249 万 6000 円の子ども手当を受け取ります。先ほ

ども触れたように非課税の一番低収入層では 249 万 6000 円の純増です。これが控除から手

当へということの効果であり、ここでも逆進性の解消が確認できます。子ども手当の導入

とともに高所得者ほど高い税金を払うようになりますが、この層もまた子ども手当の受益

者となります。これが普遍主義の制度の姿です。 
共産党は扶養控除の廃止をいやがります。むろん彼らも高所得者ほど控除のほうが有利

だということを知っています。しかし、扶養控除をなくすと課税最低限が上がり、中間・

低所得者層の税負担増が生じるので、それはポリシーとして受け入れがたいということな

のでしょう。事実、そのような問題もあるので、過渡的に扶養控除を残し、この控除に所

得制限をつけるということも考えられるのではないかと思います。 
また、既にみたように、このままではとくに 800－900 万円の被用者家庭は不利となって

いますから、やはり子ども手当を半額に固定したままにおくのではなく、この問題を解消

できる程度に子ども手当の額を引き上げる必要があると思います。 
さらに、第 3 子以降についてですが、子ども手当の趣旨からは、第 1・第 2 子と第 3 子以

降に金額の差を付けることは私は望ましくないと思っています。再び子ども手当半額とい

う仮定にもどると、確かに世帯主年収が500万円の家庭では第3子以降については6万4000
円の減になりますが、第 3 子がいるということは第 1 子・第 2 子が必ずいるわけで、2 子い

ればすでに 107 万円程度の可処分所得増が生じています。ですから、第 3 子分を差し引き

しても一家全体としては 100 万円以上の可処分所得増なのです。とはいえ、ここでもやは

り 800－900 万円家庭はマイナスになるので、すでに述べたように、それを解消する程度に

子ども手当額を引き上げるか、（私の主義とは反しますが）第 3 子以降への子ども手当額を

重点的に引き上げるという方策も考えられるでしょう。 
自民党などの政治家には児童手当や子ども手当を多子奨励策・出産奨励策とみなす傾向
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があり、そういう人たちは児童手当の時と同様に、第 3 子以降に手当を傾斜配分すべきだ

と主張しています。児童手当であれ子ども手当であれ、それらにこうした奨励策としての

効果を期待するのが誤りであることは、理論的にも歴史的にも証明済みだと私は思います

が、とはいえ、これまで見てきたような移行期の問題もありますので、先ほど述べたよう

に、過渡的に第 3 子以降の額の引き上げを取り入れるのも悪くないと思います。スウェー

デンなど多くの国でも第 3 子以降が割増となっています。 
以上、児童手当から子ども手当への変化を総括すると、前政権の時代の方が、高所得者

に有利、低所得者に不利、子どもたちに不利なシステムであったというのが私の結論です。 
 
「子ども手当法」は 2010 年 3 月 26 日に成立し、同月 31 日に交付、翌 4 月 1 日に施行

されました。2010 年度の政府予算では国から支出される費用としては 1.7 兆円が計上され

ています。子ども手当全体の給付総額は 2.3 兆円ですが、0.5 兆円分を地方自治体と事業主

が負担することとなりました。ところで、この 1.7 兆円の国費の支出については、子ども手

当に突出してこんなに巨額のカネを使うのはバランスが悪いという批判がさかんになされ

ました。ですが、私はそうした論調の方がバランスを欠いているように感じるのです。た

とえばこのような批判をする人は、同じ 2010 年度の改府予算で防衛関係費に 4.8 兆円もの

税金をつぎ込むことについては沈黙しています。不景気で税収が 2 割近く落ち込むという

のに、防衛関係費だけにこれほどの金額を突出してつぎ込むのはバランスが悪い、この 5
兆円近い額を少し削ってでも保育園の待機児童の解消に使ってはどうかというようには、

なぜ言わないのでしょう。アメリカの下院では、ベテラン議員が今やアメリカは軍事費に

たくさん税金を投入している場合ではない。もっと景気対策や貧困対策にそれらをまわす

べきだと主張したそうです。 
子ども手当についてはさらに恒久財源の裏打ちがないという批判がありますが、私はこ

の恒久財源という表現にも違和感を覚えます。それでは、5 兆円の防衛費はどういう恒久財

源に裏打ちされているというのでしょう。こうした支出は一般会計から出されているので

あって、ある予算項目に対して一つの財源が１対１で対応しているわけではないはずです。

新しい政策には新しい財源がいる。防衛費はすでにある政策だからそれを問う必要はない

のだという主張なのかもしれませんが、それもおかしな理屈ではないでしょうか。 
子ども手当のせいで他の社会保障制度や児童関連予算にしわ寄せがいっているという批

判もあるようですが、民主党政権は財源の大幅な組み替えを標榜して登場したはずです。

既存の社会保障予算の枠内中だけで汲々としなければならないということはないはずなの

ですから、防衛費についても仕分けの対象にして、社会保障・児童福祉関連の予算にしわ

寄せがいかないようにして頂きたいと言いたくなります。 
2010 年度の子ども手当給付総額 2.3 兆円は 6 月からの 10 カ月分で、これは 2010 年度の

予想 GDP475 兆円の 0.5%程度という大きさです。これに対し前年の 2009 度の児童手当給

付費総額は約 1 兆円で対 GDP 比は約 0.2％程度でした。国際比較では 2005 年度の児童・
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家族関係社会支出は、日本が対 GDP 比で 0．81％、カナダ 1.06％、イタリア 1.36％、ド

イツ 2.22％、フランス 3.00％、イギリス 3.19％、スウェーデン 3.21％でしたから、当時日

本は先進国の中で最低レベルでした。それが 2010 年度の子ども手当の創設等によって 1%
程度になり、ようやく 5 年前のカナダの数値に近いところにいくということになるのかな

と思います。それでも、もし、子ども手当が満額になったとしても、それでもドイツ以上

には届きません。 
よく現物給付と現金給付のバランスが問題とされますが、先のデータでは日本は児童・

家族関係社会支出のなかの現物給付対現金給付（児童手当・生活保護の母子加算・雇用保

険の育児休業給付等）の比は 5.7：4.3 くらいでした。これに対し、カナダは 1.5：8.5、イ

タリア 5.4：46、ドイツ 3.3：6.7、フランス 5,4：4.6、イギリス 3.1：6.9、スウェーデン

5.3：4.7 ですから、これらと比べ、日本はどの国より現金給付の比率が低い国という特徴

がありました。これも子ども手当の創設によって 2010 年度における現金給付は現物給付と

括抗する比率になると思われます。その意味では以前よりバランスがとれるようになった

はずなのに、現金給付が突出し、サービス給付がしわ寄せを受けているという批判が繰り

返されるというおかしな現象が見られます。 
 

Ⅱ 支出に対応する制度としての児童手当 

 以下では、しばらく、子ども手当も旧政権の児童手当も一括して児童手当制度と呼びま

す。まず児童手当制度は何のためにあるかということですが、十分な介護サービスがあれ

ば、他の家族は外に稼ぎにいけるのであるから、高齢者に年金を支給する必要はないとい

う主張はあまり聞きません。ところが、保育サービスが十分あれば母親は外に働きに行け

て、子ども手当・児童手当程度の金額はすぐに稼げるのだから、これらは不要な制度なの

ではないかという意見はよく耳にします。必要なのは就労支援か、就労できない期間や就

労不能な人に対する手当、すなわち社会保険からの給付（健康保険の傷病手当や出産手当

や年金等）や生活保護等だけのはずだという感覚です。日本においては、それ以外の現金

給付の社会保障－まさに児童手当制度がそうですが―というのは、あまりなじみがないと

いうこともあるのでしょう。 
しかし、本来、社会保障は収入の中断や喪失を埋めるための制度だけではうまく機能し

ません。それは人生のライフサイクルに伴う支出の増大を軽減する制度と組み合されなけ

ればならないのです。児童手当制度はこのうちの後のほうの制度に分類されます。すなわ

ち親の働き方や収入がどのようであろうと、子どもがいれば必ず必要になる追加的消費と

そのための最低限の基本的支出に着目し、その負担を軽減することが児童手当制度の役割

です。日本政府も児童手当が生まれたばかりの 1971 年度の厚生白書においては、「児童手

当制度の意義」という見出しのもとで大略次のように述べていました。「生活上の困難の原

因は所得の減少と支出の増加に大別される。児童手当制度は，このうち後者、すなわち児
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童の養育による支出の増加に対応する社会保障の－環であり、前者にあたる年金制度，失

業保険制度等と並んで所得保障の役割をになう重要な支柱である。」と 
では、なぜ収入に関係なく支出軽減策を取らなければならないのか、言い換えればなぜ

所得制限があってはならないのかということですが、その理由の一つは、世帯の収入が同

じ大きさであっても、子どもを養育する家庭とそうでない家庭、子どもの数の多い家庭と

少ない家庭の間に必ず生活水準の格差が生じるということに関わっています。すなわち、

収入が同じであれば、子育て家庭や子の数の多い家庭のほうが成員 1 人あたりの消費しう

る水準がより低くなってしまいます。これは、いわば子育てに対し経済的ぺナルティが課

せられている状態とみることができます。そして、どの所得階層であれ、この事態を放置

しておくことは個々の子どもにとっても社会全体にとっても不利益となる可能性が大きい

という問題意識が生まれ、それが国全体に共有される時に、児童手当が制度化されるとい

えます。 
全ての所得階層に同じ金額を出すのでは格差縮小にならないのではないかと思われるか

もしれませんが、どの所得階層にも同一の金額を支給する定額給付方式は、それ自体、格

差を縮小する効果を持ちます。さらにその財源を累進構造を持った所得課税に結びつける

と、すでに見たように高所得者は税をたくさん払い、低所得者と同じ金額の手当を受け取

ることになりますから垂直的再分配の効果も加わることになります。 
なぜ現金給付なのか、親の遊興費に使われるかもしれない、家計の穴埋めに消えてしま

うかもしれないではないか、だから商品券のようなバウチャーの方が良いなどという意見

があります。しかし、そこには誤解もあるようです。児童手当制度の意義は子育てに伴う

支出の増大が子育て家庭にもたらす不利を穴埋めするところにあるのですから、たとえ家

計の穴埋めに使われてもそれでいいわけです。そのことによって一家全体の生活水準の低

下が避けられるということであれば子どもにとっても良いことです。ですから必ず子ども

用品を買わなければならないというようなものではありません、また、フランスの児童手

当制度では第２子からが支給対象ですが、その手当を使って買ったものを第１子が使って

はいけないということはないように、こうした手当は全体として子育て家庭に利益になれ

ばよいのです。 
自分の遊興費に使ってしまう親や子を虐待している親に金を渡すのか等という非難もよ

く聞きますが、使途を限定しないという金銭給付としての性格は、国家は家庭の自主性を

尊重しパターナリステッイク（家父長的）な介入をできる限り避けるべきだという理念の

現れでもあることを忘れてはなりません。いずれにせよ子どもが食べるものにもこと欠い

ているのに自分の遊興費に手当を浪費する親は、ネグレクトという虐待の疑いがあるので

すから、手当の支給をきっかけにそうした親を発見したなら、まずすべきことは児童相談

所と連携して対応することのはずです。また、児童手当法においても子ども手当法におい

ても虐待親と認定されれば受給資格を取り消すことになっています。とはいえ、児童虐待

の背景に貧困があり、経済的な好転は虐待を減少させる要因となること、そうした面から
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児童手当制度を評価する識者がいることも念頭に置くべきだと思います。 

Ⅲ 選別主義的制度の政治的脆弱さと所得制限の非効率 

 各種の世論調査等では子ども手当に所得制限を付けるべきだという意見のほうが多いよ

うです。所得制限のある制度を選別主義的制度といいますが、このように主張する人は、

それで財政支出が節約されることを望む人か、高所得家庭に支給しないことにすれば、そ

の分を低所得家庭にまわして手厚い支援ができるではないかと、いわば善意からそのよう

に考えている人です。しかし、実際には、所得審査を行って貧困を照明された家庭にのみ

手当を支給する制度は、手厚い制度になることを妨げられるという逆説が成立します。 
新政権が成立する前の 2009年 3月に財政学者の井手英策氏は参院の予算委員会公聴会で、

こうした選別主義的な施策の政治的な脆弱さについて興味深い指摘を行っています。すな

わち、所得制限を伴う制度においては、中所得以上の階層と、納税せずに手当を受給する

低所得・貧困層という国民の間の分断が作られる。こうした中では人々は受給者の買い物

かごの中身にも厳しい詮索の目を向けるようになるし、担当の自治体職員も不正の防止対

象として受給者を疑いの目で見ることが彼らの仕事になる。人々の間に不信感がまん延す

るこのような社会で大多数を占める中間層は、自分たちの税負担にのみつながる制度や政

策に強い不信や嫌悪の目を向け、その拡充に反対するようになるというのです。これは生

活保護やひとり親家庭対象の児童扶養手当に向けられる世間のまなざしの冷ややかさを考

えればよくわかると思います。 
 旧政権時代の児童手当には低年齢の子どもに限るという制限もあり、そのことも似たよ

うな作用をしました。児童手当は短期間ですぐに終わりとなり、子どもが上の年齢になっ

た家庭は次の子どもが生まれない限り二度と手当を受け取ることはありません。こうして、

自分たちの税負担の増大のみにつながる、よその子どものための児童手当に対しやはり冷

たい目を向ける傾向が生まれたのです。 
 

Ⅳ 所得制限の矛盾 

生活保護からの連想で、所得制限とは現在の困窮の程度が審査されて手当の支給が決定

される仕組みのことだと勘違いしている人も少なくないようです。しかし、実際の所得制

限はそのようなものではありません。福祉年金や児童扶養手当等と同様に、児童手当時代

の所得制限は、前年の所得・前々年の所得に基づいて行われでいました。またそれ以外に

方法が事実上ないのです。そのため、今年失業して、あるいは収入が低下して、いま現在

生活に困っているにもかかわらず、前年・前々年の所得が限度額を超えているために、児

童手当が支給されないという矛盾が起きていました。このように一番肝心なときに手当が

役に立たないという本末転倒が必ず起きるのです。 
最近はコンピューター化で所得審査の作業も簡単になっているから、たとえば今年の年
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収の予測を自己申告してもらい、それに基づいて手当を支給して、その後、確定した当該

年度の所得が所得限度額を超えていると判明した時点で、手当を返してもらうというやり

方もできるのではないかというひともいます。実は児童手当の時代にも国会で同様の提案

が出されたことがあったのですが、その時の厚労省の答弁は、結局、後から年間所得を確

認しなければならず、そこに仮払いや返還のためのもろもろの作業が加わるのだから、市

町村の負担が増すばかりで、現実には困難だというものでした。 
 

Ⅴ 受給資格と支給対象のジェンダー・バイアス 

子ども手当は日本で子育てをする外国人家庭にも支給されますが、それだけでなく、子

どもが出身本国に残っている場合にも支給されるということが、非難の的となっています。

それはやりすぎであり、しかも発展途上国では通貨の換算額が全く違うので１万３０００

円でも非常に高額になり、悪用される恐れが大きいという意見等です。それに対する政府

答弁は、児童手当法の時代もそうだったのだというものです。他方、その児童手当法を作

った旧政権党の人々は、子ども手当になって初めてこの問題が明白になったのであるから、

今の時点で修正すべきだと、自分たちが原因を作ったことは棚上げにして迫っているよう

です。 
この問題の発端は、1981 年に日本が国際難民条約を批准して、国内の外国人にも内国民

待遇を与えなければならなくなったことにありますが、それだけが原因ではありません。

どの先進国も国際難民条約を批准していますが、他の国の児童手当制度においてはこうし

た問題は起きていないからです。ではその違いはどこから生まれたのでしょうか。他の国

の児童手当制度では子供を保護し監督するという意味の監護要件が受給資格の中心におか

れています。したがって基本的には子供が育っている家庭にいっしょに住んでいる保護

者・養育者のほうに支給することになります。ところが、日本の児童手当法はそうなって

いなかったということにこの問題の本質があると私は考えています。 
たとえば父親が単身赴任し、赴任先の市に住民票を移したとします。この場合、母親と

子供はあいかわらず元の市に住んでいるのですが、日本の児童手当は、子どもといっしょ

に普段暮らしている母親ではなく、遠く離れている父親の方に支給されるのが普通でした。

そのために、子どもが住んでいる市ではなく父親の単身赴任先の市で、新たに児童手当申

請の手続きをしなければならないことになります。なぜこのような馬鹿げたことになるか

といえば、児童手当法では両親がともに子育てしている場合、主な生計維持者、家計の主

催者の地位にある親のほうに支給すると規定されていたからです。このような者として認

められる基本的な条件は、父母のうち収入が恒常的により高いもののほうということです

から、たいていの場合父親が受給資格者ということになってしまうわけです。 
こうした規定がおかれた理由の一つはイデオロギーです。日本の家族政策においては、

父親が自分の賃金・収入で妻と子供を養うことが基本であり、それが望ましいというイデ
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オロギーが長く支配していました。社会保障制度もそうした父親の役割をサポートする形

であるべきだとされ、児童手当制度も母親ではなく父親の収入を補足する制度として設計

されたという経緯があります。 
監護要件が受給資格の中心になる他の国の児童手当制度であれば、国民であれその国に

住む外国人であれ、子どもと遠く離れて暮らす親が支給対象となることは基本的にありえ

ません。ところが日本では子どもがどこにいようと、先の意味での児童の生計維持者が日

本にいる限り、その者が児童手当の受給資格者になります。それが国際難民条約の批准を

契機にそのまま在日外国人にも適用されることになったのです。 
このような受給資格が作られたもう一つの理由は、所得制限にも関係しています。1971

年に成立した児童手当法の審議が行われていたとき、当時の全ての野党は所得制限を置く

べきではないと主張していましたが、与党・政府や財源の一部を負担する企業側の強い意

向によって、所得制限が導入されました。申請の際に審査されるのは世帯主自身の所得で

す。言い換えれば、所得制限を課すには、受給資格者は世帯主、生計維持者であることが

必要だったということになります。 
ところが、子ども手当には所得制限がありません。だから子ども手当においては生計維

持要件を受給資格の中心にする必要はなくなったはずでした。監護要件を中心におくこと

ができ、日本国民であれ外国籍であれ、とにかく日本で暮らす子どもたちとその親を対象

とする制度に変えるチャンスだったはずなのです。ところが、実際には新政権は児童手当

の生計維持要件中心主義をそのまま子ども手当に引き継いでしまったため、野党に格好の

攻撃手段を与えることになってしまったのです。 
その理由の１つは、ご存知のように財源問題が紛糾し、児童手当の財源を構成していた

地方自治体の負担と企業の負担を、2010 年度の子ども手当にも取り入れたということにあ

ります。既存の児童手当制度を残し、それに国の負担に基づく子ども手当を上乗せすると

いう制度設計にしたわけですが、ここで受給資格を監護要件中心にしてしまうと、市町村

はこれまでの児童手当の受給資格者をいっせいに変更する作業をしなければならなくなり

ます。先の例だと、父親の単身赴任先の市から母親の住む市に受給資格を移すという自治

体間の作業も必要になります。地方自治体の激しい反対を押し切って地方負担を残した以

上、そうした煩雑な事務をさせるわけにはいかないという事情があったのではないかと思

います。 
けれど、それだけが理由ではないとも考えられます。民主党は 2006 年から子ども手当法

案を出していますが、そこでも受給資格については児童手当の条文をそのまま使っていま

した。要するに、民主党の政治家たちは児童手当法のこのようなジェンダー・バイアスを

もともと問題として認識していなかったのかもしれません。 
 

Ⅵ 展望 
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「育児保険（児童年金）」という言葉を聞いたことはありますか。これは厚労省のいわば

執念の計画であり、その周辺の研究者が 20 年程前から提唱している制度です。厚労省もこ

うした研究者たちも、児童手当を廃止し、かれらが考え出したこの新しい制度に替えるこ

とを計画してきました。児童手当も子ども手当も国と地方自治体と企業だけが財源を負担

しており、国民の保険料拠出というものはありません。これは厚労省やその周辺の研究者

にとっては非常に気に入らないことなのです。そこで、介護保険をモデルに「育児保険」

を作り、国民から新たに保険料を徴収したうえで、国・地方自治体・企業もそれぞれ財源

を負担し、そこから手当を支給する制度を作るという計画が立てられました。この場合、

育児休業給付や出産手当等の育児関連の既存の現金給付もここから支給されることになっ

ています。 

 
こうした提案者はさらに児童手当・子ども手当を、基本的に在宅で育児をする親だけに

対する手当、一種の「専業主婦（夫）手当」に変えることを目指しています。他方、保育

所を全日利用する親に対しては児童手当・子ども手当の支給を停止し、代わりに保育料金

を補助するバウチャーを支給して、保育サービスの市場化を促進するという計画です。ど

の国でも、保育所を利用する親に対してそれを理由に児童手当が停止される等ということ

はありませんが、育児保険推進者たちは、保育所に対してはすでに公的補助が行われてい

るということを理由に、そこを利用する親にも児童手当・子ども手当が支給されるのは、

サービスの重複、過剰であると主張しています。 
20 年近く前からあるこうした計画がなぜ実現しないまま今日にいたっているのかという
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ことですが、新たな保険料を徴収されることに対しては国民の抵抗が強いということがま

ずあげられます。また財界側はもともと児童手当に対する企業の拠出金に反対していまし

たから、企業の保険料負担を予定する育児保険構想にも拒絶的な態度をとってきました。

ですが、もし仮に今後、育児保険が実現するとしたら、どうなるでしょうか。今、国民健

康保険料（税）や国民年金保険料を支払えない人がたくさんいますが、その人たちにもさ

らに育児保険料が課されるということになります。 
多分、両保険料のどちらかと一体化した形で納付することになりますから、おそらく払

えない人がたくさん出るでしょう。保険ですから、その場合、その人たちに対しては支給

停止というペナルティーが待っています。子供が生まれても現金給付の手当も保育サービ

スのバウチャーも支給しない。これが育児保険の裏側の顔です。最近の提案では奨学金も

育児保険から出そう、親が奨学金を返済しなかった場合、その子供には奨学金を出さない

ことにしよう等ということさえ考えられています。 
公明党は政権につくまでは全額国庫負担の児童手当制度を主張していました。しかし自

民党との連合政権にはいったとたん、わずか数年で厚労省の育児保険案に宗旨替えをして

しまいました。このことと公明党内には厚労省官僚出身の有力議員がいることとは関係し

ていると思います。ところが、今民主党政権下でも同じことが起こりつつある、すなわち

現在進行しているのは、子ども手当の育児保険化の方向ではないかと私は恐れています。

たとえば子ども子育てビジョンを具体化する検討会議が 6 月に 2 回ほど開かれていますが、

その検討会で意見を聴取された人の多くは旧政権時代に育児保険を提唱した人たちです。 
民主党政権下で厚労省が作成した図の拠出金のところを見てください。拠出者は労使・

事業主・本人となっています。ここに国と地方自治体からの税金支出を加えて「特別会計」

をつくり、そこから各市町村を通して現物給付・現金給付を行うことが想定されているこ

とがわかります。子ども手当部分はそのうちの基礎給付の一つとされています。要するに、

この図では子ども手当の財源の一部として、国民からの拠出が新しく予定されているよう

に読み取れるのです。 
しかも同時に、個人給付部分が一時預かりサービス等と子ども手当に分けられているこ

とも注目されます。各人が子ども手当か一時預かりサービス等のどちらかを選び、一時預

かり等のバウチャーを利用した場合はその分現金給付としての子ども手当の額を差し引く

ということをやろうとしているのではないかという感じがします。しかし、他の国では、

保育サービスを利用したら現金給付が減るなどという児童手当制度はありません。 
いずれにしても、これは育児保険構想そのものであり、子ども手当制度解体の第一歩で

はないでしょうか。被用者の場合は厚生年金か健康保険の保険料・共済組合掛金に上乗せ

して労使折半で子ども手当用の保険料を徴収する。自営業者や非正規労働者等の非被用者

は国民年金か国民健康保険の保険料に上乗せして拠出させる。先ほども述べたように国民

健康・国民年金保険料もすでに納付困難な人は、追加されたこの保険料も払えないので、

子育て家庭に対する現物給付も現金給付もないということになりかねないのではないかと
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危惧しています。 
 

質問 

当初、所得制限の案がありましたが、自治体の調査とか集計とかの手間がかかるという

ことの概算で積算した費用と所得制限による財源の確保とを比較されたのかどうか 

答え 

事務費用についての全国的な最新データはないようです。なぜないかというと、三位一

体の改革で児童手当の事務費が一般財源化されたために、地方でどのくらいの額が使われ

たのか国が把握できなくなったからだそうです。それ以前についてはデータがあるようで

すが、今私の手元にはありません。比較的最近の自治体レベルの事例としては、人口 50 万

人程度の都市で児童手当の支給のために年間 400 万円程度の事務費がかかっていたという

記事を読みました。支給される児童手当の金額は非常に低かったにもかかわらず、それを

支給するための事務費用にそれだけかかっていたわけで、この面からみても所得制限のあ

る制度は効率が悪いという指摘がなされています。 
現政権については、かりに所得制限をかけて年収 2000 万円以上の家庭を子ども手当から

外しても、20 億円程度が浮くだけにすぎないということが、所得制限を断念した最大の理

由だと報道されています。また、被用者についての児童手当の限度額と同じ年収 860 万円

程度を子ども手当の限度額にすると、2000 億円の節約になるという試算もあったそうです

が、ヘリ空母は 1 隻 1500 億円だそうですから、それを 1 隻半見合わせるだけで、捻出でき

る金額です。その程度の金額と引き換えに所得制限をつけるということをしなかったのは、

政策選択として適切だと思います。子ども手当によって、所得制限のないユニバーサルな

児童手当制度が日本で初めて出現するということは、こうした金額とは引き換えにならな

いほど歴史的な意義があると考えますから。 
 

質問 

日本の制度は企業負担で支えてきた部分もあると思いますが、保険と税金のバランスに

ついて 

答え 

児童手当法の成立当時、企業の拠出を入れるべきだという構想を出していた野党は共産

党だけでした。これに対し公明党・社会党・民社党は全額国庫負担を基本とする児童手当

法案をそれぞれ何度か国会に提出していました。児童手当法の成立まもない 1971 年 10 月

の第 66 回国会において、厚生省は企業も拠出することが児童手当の発展につながる、国の
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税金を財源とするだけではどうしても規模を抑え気味になるので発展の妨げになると答弁

していました。 
それに対し、社会党の川俣議員は、「現実はそう甘いものじゃない…これから（児童手当

を）大きく育てよう、多額の金額がほしいというときに、それと同じ比例で事業主のほう

から拠出させなければならぬ…子供というのは親が半分育てるんだ、国が半分育てる義務

…という理念から発しなければだめ…（厚生省が）かけ合うところは大蔵省であって事業

主じやない…。社会党の川俣、あれは事業主を擁護しているんだろうかと…そうじやない

ですよ。私は、早く育てろ、大きくするためには財源の一元化‥・を考えなければならな

いから言う…事業主が抵抗するからなかなか子供の児童手当が育たないんだというところ

に持っていかれると困る…」と述べていました。このような危惧が当時から語られていた

わけです。 
事実、実施から 1999 年までの約 30 年の間、児童手当の支給対象児童数は伸びなやんで

います。とくに 1980 年代は臨調行革の時代であり、税を財源とする児童扶養手当や福祉年

金が抑え込まれようとした時期ですが、企業の拠出金が含まれている児童手当も同じ運命

をまぬかれませんでした。他方、2000 年以降児童手当の支給児童数が急激に伸びているの

は公明党が良くも悪くも政治力で税金からの支出を増やしていったからです。こうした歴

史を見ていると、税金のみに基づくから発展が停滞する、企業の拠出が含まれているから

制度が安定するとはいえないように思います。 

 

イギリスの児童手当制度は全額国庫負担です。これに対し、フランスの家族手当制度は 6
割が企業の拠出金で賄われています。そこでフランスでは労働運動の力が強かったので、

企業に社会的責任を取らせて負担を転嫁することができたのだろうと思われるかもしれま

せん。最低賃金法制化の運動を見ても、フランスは長い間、日本の労働運動の理想のよう

に見られてきましたから、よけいです。しかし、児童手当制度化の頃のイギリスの労働組

合運動は、世界最強と言われていました。大蔵省が国庫負担を抑制するために企業拠出を

組み入れようとしましたが、TUC はそれに反対して全額国庫負担の児童手当を実現させた

と言われています、 
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企業の拠出金を児童手当の財源にすれば、そのことが賃金を圧迫しかねない、児童手当

の改善と賃金の上昇が直接競合するような関係を作ることは望ましくなく、両者はきっち

りと切り離すべきだというのが、当時のイギリスの労働運動の主張だったのです。同時代

のスウェーデンもそうでした。 
ひるがえって日本の労働運動は賃金の家族手当に非常に好意的です。既得権だから取り

上げられたくないという主張が大勢をしめてきました。ところが、その一方で、企業の社

会的責任の体現として社会保障制度に対する企業の拠出負担の増大を追求すべきだという

趣旨の運動方針も掲げているため、このスローガンと賃金の家族手当を維持したいという

願望との間でいつもジレンマに陥ってしまうように見えます。たとえば子ども手当が支給

されるなら賃金の家族手当は廃止したいと経団連が言い出すと、たちまち子ども手当に対

する支持が尻すぼみになるという傾向が見られます。 
ただし、私は社会保障における企業の拠出金の意義を全面否定するわけではありません。

子ども手当は全額国庫負担が望ましいように思いますが、それとは別に、現在労使折半が

基本となっている社会保険制度について、企業の拠出負担割合をもっと増やすべきだとい

う主張は理解できます。また、たとえば雇用保険のなかの育児休業給付は仕事と家庭の両

立支援策であり、就労継続のための制度でもあるので、企業がもっと財源を負担すべきだ

という主張もなりたつと思います。 
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